国際私法(高橋宏司担当)　2007年度春学期末試験
第一問

X(甲国人男)とY(乙国人女)は日本に常居所を有する夫婦である。Yの非嫡出子で連れ子であるZ(乙国人、4歳)は、日本での生活にも慣れてきて、Xにもよくなついているので、XとYは、それぞれ、Zとの養子縁組(「本件縁組」という)を望むに至った。Xには前妻W(日本人女)との間に嫡出子A(日本人、15歳)がいるが、離婚後は、Aは、単独親権者となったWと暮らしているため、Xとの交渉はまったくない。Wは、Aへの精神的な悪影響を理由に、本件縁組をAに伝えることをかたくなに拒み，協力を拒絶しているため、本件縁組についてAの意見を聞くことができる見込みはない。甲国と乙国は、ともに、わが国の「法の適用に関する通則法」と同じ国際私法規則を有している。以上の事実関係の下で、以下の問いに答えよ。以下の問いはそれぞれ独立した問いである。(加点事由10点)
(1) XとYは、ともに、本件縁組を普通養子縁組(養子とその実親との親子関係が終了しないタイプの縁組)によりすることを望んでいる。甲国法上も乙国法上も、普通養子縁組は、社会福祉局等の行政機関の決定によらなければ成立しない。本件縁組の審判を日本の家庭裁判所に申立てることはできるか。(10点)
(2) 乙国法上、養親になろうとする者の嫡出子で10歳以上の者の縁組に対する同意が縁組の成立要件(「本要件」という)となっているが、甲国法上は、養親になろうとする者の嫡出子の同意は不要である。本件縁組のうち、XとZの間の縁組について、本要件は適用されるか論ぜよ。(10点)
(3) 養親になろうとする者が婚姻している場合、甲国法上は、夫婦共同で縁組することが要件とされているが、乙国法上は、その要件はない。乙国法上、自らの非嫡出子を養子とすることはできない。本件縁組は成立するか。(10点)
(4)本件縁組のうち、XとZ間の縁組について、Xは、特別養子縁組(養子とその実親との親子関係が終了するタイプの縁組)を望んでいる。甲国法は、一定の要件の下で、特別養子縁組を認めているが、乙国法は、普通養子縁組しか認めていない。XとZ間の縁組が成立する可能性はあるか。(10点)
(5) 乙国法が養子縁組の成立要件をどのように定めているかについて情報が充分に得られない場合、本件縁組の審判を申立てられたわが国の裁判所は、乙国法の適用について、どのように処理すべきか。(10点)
(6) Xは、本件縁組についてAの意見を聞くことができないのは、WではなくA自身が非協力的であるためだと誤解して、「Aを相続人から除外する」との遺言をし、その後まもなく日本に不動産を遺して死亡した。そして、この遺言に基づき遺言執行者が家庭裁判所に相続人廃除の審判を申立てた。Aは、遺言が誤解によりなされたこと、遺言によって相続人廃除ができないこと、自分の行為が相続廃除事由に該当しないことを理由にこれを争っている。準拠法は何国法か。(15点)
第二問
XとYは、ともに、日本に常居所を有する夫婦であり、朝鮮民主主義人民共和国(「北朝鮮」という)と大韓民国(「韓国」という)のいずれの国籍も保有している。婚姻後しばらくして、Xは、在日本朝鮮人総連合会に所属し活動するようになり、北朝鮮に何度か渡航したことがある。これに対して、Yは、在日本大韓民国民団に所属し活動するようになり、韓国にしばしば渡航している。Xは、思想信条の溝から、Yとの離婚を望むに至った。準拠法は何国法か。(25点)
